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臨時レポート

8月2日の当社ファンドの基準価額の下落について

当社が運用する以下のファンドにおいて、 本日8月2日の基準価額が大きく下落いたしました。

ファンドの状況と基準価額下落の要因となりました市場の動向について、以下のとおりご報告いたし

ます。

◆ ファンドの状況

次ページに続きます。

ファンド名 基準価額（円） 前営業日比（円） 変動率

半導体関連 日本株式戦略ファンド 9,234 -925 -9.11%

ＤＣ日本株式エクセレント・フォーカス 41,587 -3,483 -7.73%

日本株式エクセレント・フォーカスファンド 14,406 -1,206 -7.72%

ジャパン・グロース・ファンド 14,277 -1,172 -7.59%

ＤＣ リサーチ・グロース ファンド 22,062 -1,748 -7.34%

次世代ファンド 18,194 -1,441 -7.34%

中小型株式オープン 20,139 -1,410 -6.54%

ニュー配当利回り株オープン 19,778 -1,356 -6.42%

ＳＭＴ ＥＴＦ日本好配当株アクティブ 1,838 -126 -6.42%

ＳＲＩ・ジャパン・オープン 14,576 -998 -6.41%

日本株式ＳＲＩファンド 12,975 -888 -6.41%

ＤＣグッドカンパニー（社会的責任投資） 26,655 -1,822 -6.40%

キャッシュフロー経営評価オープン 19,832 -1,320 -6.24%

ＤＣファンダメンタル・バリュー ファンド 34,176 -2,274 -6.24%

日本株配当オープン 12,103 -804 -6.23%

ＤＣ日本株式ＥＳＧセレクト・リーダーズインデックスファンド 14,354 -951 -6.21%

ＳＭＴ ＪＰＸ日経インデックス４００・オープン 24,165 -1,596 -6.20%

インバウンド関連日本株ファンド 15,567 -1,024 -6.17%

ＳＭＴ ＥＴＦカーボン・エフィシェント日本株 33,438 -2,188 -6.14%

日本株式インデックス・オープン（ＳＭＡ専用） 19,266 -1,260 -6.14%

日本株式インデックス・オープン 16,300 -1,066 -6.14%

ＤＣ日本株式インデックス・オープン 32,668 -2,136 -6.14%

ＤＣ日本株式インデックス・オープンＳ 22,620 -1,479 -6.14%

ＳＭＴ ＴＯＰＩＸインデックス・オープン 23,938 -1,565 -6.14%

日本株式インデックスファンド 26,141 -1,709 -6.14%

日本株式インデックスｅ 33,519 -2,191 -6.14%

ＤＣ日本株式インデックスファンド 35,251 -2,304 -6.14%

インデックスコレクション（国内株式） 40,890 -2,672 -6.13%

ＤＣ日本株式インデックスファンドＡ 41,825 -2,733 -6.13%
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協会分類の特殊型（ブル・ベア型）は除きます。

◆ 市場の動向

8月1日の米国株式市場では半導体関連株が大きく下落しました。
英半導体設計大手アームや米クアルコムなどの半導体関連銘柄が慎重な業績見通しを示したこと

などを受けて半導体関連銘柄を中心に下落しました。
また、7月のISM（米供給管理協会）製造業景況指数や7月27日終了週の新規失業保険申請件数な

どの米経済指標が市場予想比大幅に悪化し、景気の先行きに警戒感が強まったことも下落要因とな
りました。

8月2日の国内株式市場は大きく下落しました。
日銀による追加利上げへの思惑から為替は円高方向に振れ、輸出関連銘柄や金利敏感株を中心

に前日ほぼ全面安となった国内株式市場も、米国の景気減速懸念から大幅続落となり、TOPIX（東証
株価指数）は前日比6％を超える下落となりました。

以 上

ファンド名 基準価額（円） 前営業日比（円） 変動率

ＤＣ日本株式インデックスファンドＬ 35,600 -2,326 -6.13%

Ｍｙ ＳＭＴ ＴＯＰＩＸインデックス（ノーロード） 15,617 -1,020 -6.13%

ＳＭＴ ＪＰＸ日経中小型株インデックス・オープン 15,447 -978 -5.95%

日経２２５インデックスファンド 47,875 -2,944 -5.79%

ＳＭＴ 日経２２５インデックス・オープン 46,316 -2,848 -5.79%

日経２２５インデックスｅ 23,533 -1,447 -5.79%

Ｍｙ ＳＭＴ 日経２２５インデックス（ノーロード） 17,874 -1,098 -5.79%

半導体関連 世界株式戦略ファンド 11,622 -625 -5.10%



当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではなく、

証券取引の勧誘を目的としたものでもありません。
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【ご留意事項】

 当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが投資判断の参考となる情報提供を目的として作成したものであり、金融
商品取引法に基づく開示書類ではありません。

 ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

 投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動し
ます。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に
帰属します。

 投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。ま
た、証券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

 当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありませ
ん。また、今後予告なく変更される場合があります。

 当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるい
は保証するものではありません。

 当資料で使用している各指数に関する著作権等の知的財産権、その他の一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしくは
公表元に帰属します。

[投資に関しての留意事項]

◎投資信託に係るリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債など値動きのある有価証券等を投資対象とし投資元本が保証されていない
ため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。した
がってお客様のご投資された金額を下回ることもあります。

また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることか
ら、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書
面をよくご覧ください。

◎投資信託に係る費用について

投資信託にご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。
1.購入時に直接ご負担いただく費用 （1）購入時手数料 上限 3.85％（税込） （2）信託財産留保額 上限 0.1％
2.換金時に直接ご負担いただく費用 （1）信託財産留保額 上限 0.5％
3.保有期間中に間接的にご負担いただく費用 （1）信託報酬 上限年率 2.09％（税込、概算）

※ファンド・オブ・ファンズ形式の場合は、一部を除き、投資信託が投資対象とする投資信託証券の信託報酬等が別途
かかります。

※一部の投資信託および投資信託証券には運用実績等に基づき計算される成功報酬額が別途かかる場合があります。
この場合、成功報酬額の加算によってご負担いただく費用が上記の上限を超過する場合がありますが、成功報酬額
は運用実績等により変動するため、上限額等を事前に表示することができません。

4.その他費用 （1）上記以外に投資信託の保有期間等に応じてご負担いただく費用（*）があります。これらの費用は、運
用状況等により変動するため、料率、上限額等を事前に表示することができません。
（*）監査費用、有価証券の売買・保管、信託事務に係る諸費用、投資信託証券の解約に伴う信託財産留保額、および
投資信託が実質的に投資対象とする仕組み債券の価格に反映される費用等

上記の費用の合計額については、お客様が投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、上限額等を事前に
表示することができません。
詳細は投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認ください。

《ご注意》

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきまし
ては、三井住友トラスト・アセットマネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する夫々の費用における最
高の料率（作成日現在）を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、夫々の投資信託により異なりますので、ご
投資をされる際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をご覧ください。
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【広告審査済】 

この資料は情報提供を目的として作成したものであり、特定の商品の投資勧誘を目的として作成した

ものではありません。 

むさし証券の概要 
商 号 等：むさし証券株式会社  金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第１０５号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 

商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、目論

見書等またはお客様向け資料の内容を十分お読みいただき、投資に関する最終決定はお客様

ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

 

 

手数料等諸費用について 

 国内上場株式等の売買等にあたっては、約定代金に対し、最大 1.243％（税込）（但し、最低手
数料 2,750円（税込））の委託手数料をお支払いただきます。 

 外国上場株式等の売買等にあたっては、約定代金に対し、2.200％（税込）（但し、最低手数料
5,500円（税込））の委託手数料をお支払いただきます。 

 国内および外国上場株式等を募集等、または相対取引により購入するにあたっては、購入対価の
みをお支払いただきます。 

 債券を募集、売出し等、または当社との相対取引により購入するにあたっては、購入対価のみを
お支払いただきます。（但し、購入対価に別途、経過利息をお支払いただく場合があります。） 

 投資信託の売買等にあたっては、銘柄ごとに設定された各種手数料等（直接的費用として購入時
に最大 3.85％の購入時手数料（税込み）、解約･償還時に最大 0.50％の信託財産留保額、間接的
費用として最大年率 3.80％の運用管理費用（信託報酬）、及びその他の費用等）をお支払いた
だきます。 

 外貨建て商品の売買、償還等にあたり、円貨と外貨を交換する際には、外国為替市場の動向をふ
まえて当社が決定した為替レートによるものといたします。 

リスクについて 

 各商品等には、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動に伴い、価格等
が変動することによって損失が生じるおそれがございます。 

 各商品等には発行者の信用状況等（財務・経営状況を含む）の変化およびそれらに関する外部評
価の変化等により、損失が生じるおそれがございます。また発行者の信用状況等によっては、利
金・償還金等の支払いの遅滞・不履行が生じるおそれがございます。 

 新株予約権、取得請求権等が付された上場有価証券等については、これらの権利を行使できる期
間に制限がございます。 

 各商品等が外貨建てである場合、為替相場（円貨と外貨の交換比率）が円高になる過程では円貨
換算した価値は下落し、逆に円安になる過程では円貨換算した価値は上昇することになります。
したがって、為替相場の状況によっては為替差損が生じるおそれがございます。 

 信用取引またはデリバティブ取引等を行う場合、対象となる有価証券の価格又は指標等の変動に
より、損失の額がお客様の差し入れた委託保証金または証拠金の額を上回るおそれ（元本超過損
リスク）がございます。 

その他 

 外国の発行者が発行する上場有価証券については、金融商品取引法に基づく開示書類が英語によ
り記載されることがあります。該当する上場有価証券は日本証券業協会のホームページ
（http://www.jsda.or.jp/shiraberu/foreign/meigara.html）でご確認いただけます。 

金融商品取引法に基づきお客様にご留意いただきたいリスク等を以下に記載させていただき
ましたので、必ずお読み下さい 
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